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コメント及び回答の骨子一覧（敷地周辺及び近傍の地質・地質構造について）
コメント 回答骨子 該当頁

１ 赤城水沼9,10テフラの降灰年代について，
東茨城台地の地質層序との整合性も踏まえ
て，説明すること。

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

・ 文献調査結果によれば，赤城水沼9，10（MzP-9・10）は，テフラ分析の結果等から，箱根吉沢下部6～8（KｌP-6～8）とほぼ同時期
の降灰とされている。KｌP-6及びKｌP-8の降灰年代はフィッション・トラック年代測定結果から約13万年前と評価されている。
・ KｌP-6～8は，東京・横浜地域で下末吉段丘堆積物の上位に堆積した風成ローム層下部に確認されていることから，MIS5eのピー
ク（最新の知見では約12.3万前）直後の海退期（約12万年前）に降灰したものと判断される。
・ 一方，MzP-9･10についても，M1段丘堆積物の海成層の上位の堆積物（海退期の堆積物）中に確認されていることから，KｌP-6～
8と同時期に降灰したものと評価することは，層序的にも矛盾はない。

12頁

２ 東茨城台地周辺の段丘堆積物の形成年代
等の検討にあたっては，山元（2013）等の最
新の知見も踏まえて，説明すること。

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

山元(2013)は，東茨城台地に分布する更新統の層序について，海水準変動に関連付けた地層区分及びテフラの対比により検討
を行った。これらについて，当社の段丘面区分の年代対比との間に矛盾はない。

13頁

３ 5万分の1図幅「磯浜」「那珂湊」に記載のあ
る大谷川沿いの非構造性の小断層について
説明すると共に，その地域の地質断層につい
ても説明すること。

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

地質図幅に記載されている涸沼周辺の非構造性の表層滑落については，追加の地表地質調査も実施し，いずれも非構造性の
表層滑落であることを確認した。
・ 涸沼周辺の段丘崖に認められる断層は，正断層センスであり，走向はいずれも段丘崖の方向と調和的である。
・ 断層の延長方向に分布するM1段丘面にリニアメントは判読されない。

「5万分の1地質図幅「那珂湊」(1972)」に示されている断層については，活構造であることを指摘している文献はなく，また当社の
地形判読結果からも当該付近には変動地形が認められないことから，当該断層は活構造ではないと判断される。

なお，敷地近傍及び周辺の地質・地質構造の評価にあたっては，刊行されている5万分の1地質図幅や20万分の1地質図幅等の
資料については全て文献調査の対象としている。

18～
26頁
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資料については全て文献調査の対象としている。

４ 海域断層のグループ化について，その必要
性を踏まえて再検討すること。

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

敷地周辺海域の断層等については，位置，走向，落下方向，形態等の性状が類似するものをグループ化した上で評価をしていた
が，断層の活動時期の評価にあたっては，必ずしもグループ化を行う必要はないことから，各断層毎に活動時期等の評価を記載す
ることとした。
なお，F11断層については，F12 断層と同様の走向で近接していること，陸域にリニアメントは判読されないこと等から，F12断層と
活動時期が同じであると考えられる。しかしながら，後期更新世の地層との関係を直接確認できないことから，安全側に活動性を
評価することとする。

31～
43頁

５ F1断層と北方陸域断層の同時活動性にお
ける塩ノ平地震断層の取り扱いについて検討
すること。

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

F1断層と北方陸域の断層に加え，塩ノ平地震断層も含めた同時活動性については，塩ノ平地震断層が既に応力解放されている
ため，これらの断層が同時活動する可能性は極めて低いものと判断される。
しかしながら，断層の走向・傾斜の類似性等も勘案し，安全側に評価する方針とし，これらの断層の同時活動を考慮することとし
た。

47頁

６ 「5万分の１地質図幅「竹貫」(1973)」に記載
されている馬場平断層について説明すること。

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

「新編 日本の活断層(1991)」において，井戸沢断層の北方約9km(塩ノ平地震断層の北方約6km)に長さ約4kmの確実度Ⅲのリニ
アメントが指摘されているが，活動性や性状の記載はない。また「新編 日本の活断層(1991)」以外に活構造を指摘する文献はない。
「5万分の１地質図幅「竹貫」(1973)」では，当該リニアメント位置に馬場平断層が記載されており本断層の南方延長は「大風断層
で一たん切られて西に転移する」とされている。大風断層については，活構造を指摘する文献はない。
「20万分の1地質図幅 「白河」（2007）」及び「50万分の1活構造図「新潟」（1984）」では馬場平断層は記載されていない。

73～
74頁
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1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動
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審査会合（H28.2.26）におけるコメント及び回答の骨子

1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

コメント 回答骨子 該当頁

1

赤城水沼9,10テフラの降灰年代について，東
茨城台地の地質層序との整合性も踏まえて，説
明すること。

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

・文献調査結果によれば，赤城水沼9，10（MzP-9・10）は，テフラ分析の結果
等から，箱根吉沢下部6～8（KｌP-6～8）とほぼ同時期の降灰とされている。
KｌP-6及びKｌP-8の降灰年代はフィッション・トラック年代測定結果から約13
万年前と評価されている。
・ KｌP-6～8は，東京・横浜地域で下末吉段丘堆積物の上位に堆積した風成
ローム層下部に確認されていることから，MIS5eのピーク（最新の知見では
約12.3万前）直後の海退期（約12万年前）に降灰したものと判断される。
・一方，MzP-9･10についても，M1段丘堆積物の海成層の上位の堆積物（海
退期の堆積物）中に確認されていることから，KｌP-6～8と同時期に降灰した
ものと評価することは，層序的にも矛盾はない。

12頁

2

東茨城台地周辺の段丘堆積物の形成年代等
の検討にあたっては，山元（2013）等の最新の知
見も踏まえて，説明すること。

（第334回審査会合 平成28年2月26日）

山元(2013)は，東茨城台地に分布する更新統の層序について，海水準変
動に関連付けた地層区分及びテフラの対比により検討を行った。これらにつ
いて，当社の段丘面区分の年代対比との間に矛盾はない。 13頁

6

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

3

5万分の1図幅「磯浜」「那珂湊」に記載のある大
谷川沿いの非構造性の小断層について説明する
と共に，その地域の地質断層についても説明す
ること。

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

地質図幅に記載されている涸沼周辺の非構造性の表層滑落については，
追加の地表地質調査も実施し，いずれも非構造性の表層滑落であることを確
認した。
・涸沼周辺の段丘崖に認められる断層は，正断層センスであり，走向はい
ずれも段丘崖の方向と調和的である。
・断層の延長方向に分布するM1段丘面にリニアメントは判読されない。

「5万分の1地質図幅「那珂湊」(1972)」に示されている断層については，活
構造であることを指摘している文献はなく，また当社の地形判読結果からも
当該付近には変動地形が認められないことから，当該断層は活構造ではな
いと判断される。

なお，敷地近傍及び周辺の地質・地質構造の評価にあたっては，刊行され
ている5万分の1地質図幅や20万分の1地質図幅等の資料については全て文
献調査の対象としている。

18～
26頁



文献調査結果及び変動地形学的調査結果
1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

産業技術総合研究所「活断層データベース（2015）」 当社の変動地形判読結果

凡例

第３３４回審査会合
資料１再掲

7

文献で示される活傾動位置付近にリニアメントは判読されない。

この地図は，国土地理院長の承認を得

て，同院発行の20万分1地勢図，数値地

図200000（地図画像）及び数値地図

25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合

は，国土地理院の長の承認を得なけれ

ばならない。

：推定活断層

凡例

：活動セグメント

凡例



変動地形判読結果によると，文献で示される活

傾動位置付近に，リニアメント*は判読されない。

変動地形学的調査結果（1/2）

*活傾動を含む。

1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動
第３３４回審査会合
資料１再掲
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この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発行の

20万分1地勢図，数値地図200000（地図画像）及び数値

地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地理院

の長の承認を得なければならない。



変動地形学的調査結果（2/2）

文献で示される活傾動位置周辺の地形面解析の結

果，いずれもＭ１段丘面に高度差が認められるが，そ

の境界は入り組んだ形態を示しており，リニアメント*は

認められない。

1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

*活傾動を含む。

第３３４回審査会合
資料１再掲
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この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発行の

20万分1地勢図，数値地図200000（地図画像）及び数値

地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地理院

の長の承認を得なければならない。



地表地質調査等位置図
この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発行の

20万分1地勢図，数値地図200000（地図画像）及び数値

地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地理院

の長の承認を得なければならない。

1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動
第３３４回審査会合
資料１再掲
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当該地点の地質層序と形成年代

露頭7において赤城水沼9,10テフラ
（約13万年前，鈴木，1990）を確認

赤城水沼9,10テフラ
（約13万年前，鈴木，1990）

赤城水沼9,10テフラ
（約13万年前，鈴木，1990）

写真2

写真2

1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動
第３３４回審査会合
資料１加筆修正

11

M1段丘堆積物

東茨城層群
写真１

•文献調査，地表地質調査等の結果によれば，本地域の第四系は下位から東茨城層群，Ｍ１段丘堆積物が分布している。

•Ｍ１段丘堆積物は基底に礫層を伴い，下位の東茨城層群と不整合関係で接している。また，Ｍ１段丘堆積物の下部は，

貝殻片含む浅海性の海成層から成り，その上部には白斑状生痕を伴う層準が認められる。

•海成層の上位の堆積物には，赤城水沼9,10テフラ（約13万年前，鈴木，1990 ）が認められる。

以上のことから，Ｍ１段丘堆積物の下部は，MIS5eの堆積物であると考えられる。

写真１

削剥面

生痕
（礫を充填）



赤城水沼9,10の降灰年代について
1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

町田・鈴木（1971）
町田（1977）

鈴木（1989） 鈴木（1990）

・箱根火山を給源とする東京・横浜地域の
下末吉ローム層下部に含まれる箱根吉沢
下部8（KｌP-8）及び箱根吉沢下部6（KｌP-6）
のフィッション・トラック年代測定を実施
・上記結果から，箱根吉沢下部7（KｌP-7）を
約13万年前と評価

・テフラ分析の結果から，那珂台地北東部
の見和層上部層最上部の砂層中に確認さ
れたテフラのうち，Miwa-MがKｌP-7に対比
されることを確認
・町田・鈴木（1971），鈴木（1977）を踏まえ，
Miwa-Mを約13万年前と評価

・テフラ分析の結果から，水沼の下部ローム層から確認
されたMzP-9･10はMiwa-Lに，赤城－水沼第8a軽石
（MzP-8a）はMiwa-Uに対比されることを確認
・鈴木（1989）に示したMiwa-L～Uは厚さ約1.4mの砂層
中に確認されるため，いずれも約13万年前と評価

・文献調査結果によれば，赤城水沼9，10（MzP-9・10）は，テフラ分析の結果等から，箱根吉沢下部6～8（KｌP-6～8）とほぼ同時期の降灰とされている。KｌP-6及び
KｌP-8の降灰年代はフィッション・トラック年代測定結果から約13万年前と評価されている。
・ KｌP-6～8は，東京・横浜地域で下末吉段丘堆積物の上位に堆積した風成ローム層下部に確認されていることから，MIS5eのピーク（最新の知見では約12.3万前）
直後の海退期（約12万年前）に降灰したものと判断される。
・一方，MzP-9･10についても，M1段丘堆積物の海成層の上位の堆積物（海退期の堆積物）中に確認されていることから，KｌP-6～8と同時期に降灰したものと評価
することは，層序的にも矛盾はない。

12

Miwa-U

Miwa-M

Miwa-L

KｌP-8
（Hk-KlP-8※）
F：132±10ka

KｌP-6 
（Hk-KlP-6※）
F：128±11ka

KｌP-7
（Hk-KlP-7※）

テフラ分析結果
から対比

MzP-8a

MzP-9･10
（Ag-Mz9･10※）

町田・鈴木（1971），
町田（1977）を踏
まえ約13万年前と
評価

テフラ分析結果
から対比

テフラ分析結果
から対比

約1.4mの砂
層中に確認
されるため，
いずれも約
13万年前と
評価

両者とも
約13万年前
と評価

見

和

層

上

部

層

最

上

部

KｌP-8, KｌP-6の
ﾌｨｯｼｮﾝ･ﾄﾗｯｸ年代
測定結果から約
13万年前と評価

※町田・新井（2011）：新編火山灰アトラス[日本列島とその周辺]における名称



山元(2013)の指摘する段丘年代について
1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

5km

東海第二発電所

山元(2013)より抜粋

東茨城台地

山元(2013)は東茨城台地に分布する更新統の層序に いて 海水

13

30km

段丘面 南関東で対比される段丘面 山元(2013) の区分

（MIS2）

（MIS3）

（MIS3）

（MIS4）

（MIS5a）

（MIS5e～5c）

（MIS13～7）

MIS5e(見和層)～5c（茨城層）

MIS7e(笠神層) ～MIS7a-c(夏海層)

敷地周辺陸域の段丘面区分図

・山元(2013)は東茨城台地に分布する更新統の層序について，海水
準変動に関連付けた地層区分及びテフラの対比により検討を行い，
下位から笠神層（MIS7e），夏海層（MIS7a-c），見和層（MIS5e），茨
城層（MIS5c）に区分した。
・当社は敷地周辺の段丘面について，中位段丘面を4つ（高位からM1
面，M2面，M3面，M4面)に，高位段丘面を1つ（H面）に区分した。
・M1段丘面は，その地形面高度，地質層序，テフラの分布等から，南
関東の下末吉面～小原台面（貝塚・松田編，1982等）に対比され，
その形成年代はMIS5e～5cと考えられる。M1段丘堆積物は山元
(2013)の見和層及び茨城層に対比される。山元(2013)においてこれ
らはMIS5e 5cの堆積とされており，当社の年代対比と整合している。
・H面はその地形面高度，その段丘面を構成する東茨城層群の地質
層序，テフラの分布等から，南関東の多摩面（貝塚・松田編，1982
等）に対比され，その形成年代はMIS13～7と考えられる。東茨城層
群は山元(2013)の笠神層及び夏海層等に対比される。山元(2013)に
おいてこれらはMIS7e～7cの堆積とされており，当社の年代対比と
の間に矛盾はない。

立川面 Ｔc3面

立川面 Tc2面

立川面 Tc1面

砂丘

L4面

L3面

L2面

L1面

M4面

M3面

M2面

M1面

高位面

武蔵野面 M3面

武蔵野面 M2面

下末吉～小原台面

多摩面

第四紀完新世

後

期

中
期

第
四
紀
更
新
世



Ｍ１段丘堆積物の基底面に関する調査結果（1/2）
1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

第３３４回審査会合
資料１再掲

14

地形面の高度差については，テクトニック
な要因によるものではないと判断される。

Ｍ１段丘堆積物の基底面には，Ｍ１段丘面と調和的な高
度差が認められず，ほぼ水平に連続して分布している。
なお，Ｍ１段丘堆積物中の白斑状生痕を含む砂層も，ほ
ぼ水平に連続して分布している。



コンターマップからは，文
献が示す活傾動に調和す
る形状は認められないこと
から，地形面の高度差につ
いては，テクトニックな要因
によるものでは無いと判断
される。

Ｍ１段丘堆積物の基底面に関する調査結果（2/2）

標高１４ｍ

標高１５ｍ

標高１７ｍ

標高１６ｍ

標高１７ｍ

1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動
第３３４回審査会合
資料１再掲

15

地形面の傾き下がる方向

断面図作成位置

標高１６ｍ

標高１５ｍ

標高１６ｍ

標高１６ｍ



Ｍ２，Ｍ３段丘面に関する調査結果（1/2）
1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

凡例

第３３４回審査会合
資料１再掲

16

文献が示す活傾動の北方に分布するＭ２段丘面及びＭ３段丘面の分布状況を確認した結果，両段丘面はほぼ
水平に分布しており，文献が示す活傾動に対応する高度差は認められない。

地形断面図(国土地理院 5mメッシュDEMより作成)



Ｍ２，Ｍ３段丘面に関する調査結果（2/2）
1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

凡例

第３３４回審査会合
資料１再掲

17

巴川の河川沿いに分布するＭ２段丘面及びＭ３段丘面の分布状況を確認した結果，両段丘面はほぼ水平に分
布しており，文献が示す活傾動に対応する高度差は認められない。

地形断面図(国土地理院 5mメッシュDEMより作成)



涸沼周辺の小断層について（1/6）
1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

地質調査総合センター
「 分 地質図幅 「磯浜 ( )

東海第二発電所

白河

石岡

竹貫

磯浜

那珂湊

5万分の1地質図幅「那珂湊」（1972）説明書を用いて作成
拡大範囲

18

・「5万分の1地質図幅「磯浜」(1975)」によると，大谷川沿いに小断層が認められ，小断層の伸びの方向が前面の谷の方向とほぼ一致するこ

とから，段丘崖の形成期に生じた非構造性の表層滑落としている。

・「5万分の1地質図幅「那珂湊」(1972)」によると，那珂川北岸の台地の先端部に小断層が認められ，段丘崖形成時における表層部の滑落に

ともなう非構造性のものであるとしている。

5万分の1地質図幅「磯浜」（1975）を用いて作成

：文献調査の対象とした図幅（5万分の1）

「5万分の1地質図幅 「磯浜」(1975)」

：文献調査の対象とした図幅（20万分の1）

：5万分の1地質図幅が発行されている範囲

水戸



1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

涸沼周辺の小断層について（2/6）

この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発行の

20万分1地勢図，数値地図200000（地図画像）及び数値

地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地理院

の長の承認を得なければならない。

拡大範囲② 拡大範囲③

拡大範囲①

図幅に記載されている小断層の性状を確認するため，大谷川周辺の小断層について地表地質調査を行った。

19

①大貫池北方地点

②海老沢地点 ③横田東方地点

変動地形学的調査結果

凡 例

断層の走向・傾斜
40

・段丘崖に認められる断層は，正断層センスであり，走向はいずれも段丘崖の方向と調和的である。

各露頭位置及び断層の走向・傾斜（国土地理院による10mメッシュDEMに基づく段彩陰影図）



1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

涸沼周辺の小断層について（3/6）

拡大範囲

①大貫池北方地点

20

・断層の延長方向に分布するM1段丘面にリニアメントは判読されない。
・変位センスや走向の状況も踏まえると，これらの断層は非構造性の表層滑落と判断される。

この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発行の

20万分1地勢図，数値地図200000（地図画像）及び数値

地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地理院

の長の承認を得なければならない。

変動地形学的調査結果

②海老沢地点

③横田東地点

凡 例

露頭位置および
断層の走向

0 3km1 2

各露頭位置及び断層の走向（国土地理院による10mメッシュDEMに基づく段彩陰影図）



1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

①大貫池北方地点 写真２ 断層部拡大 露頭スケッチ（断層部）

涸沼周辺の小断層について（4/6）

0 1m

約50cm

露頭スケッチ凡例

：断層

：断層（不明瞭）

凡 例

断層の走向・傾斜
40

0 1m

走向傾斜測定結果
① N30E,56W
② N35E,49W
③ N58E,35N
④ N60E,40N
⑤ N56E,36N

写真撮影方向

21

写真１ 露頭全景 露頭スケッチ（全景）

F-1

F-２

・露頭の北西端に，F-1及びF-2の断層が認められる。断層面の走向は段丘崖と同様概ねNE-SWであり，傾斜は最上部で約56°W，
露頭下方に向かって緩くなり，最下部で約36°Nと，円弧状の形態を呈する。
・両断層とも見かけの鉛直変位量は約50cmで，北西側落下の正断層である。

高さ：約6m

0 1 2m 0 1 2m

約50cm
約50cm

：葉理

：鉛直変位量

：地層境界

東茨城層群（砂層～砂礫層）



1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

②海老沢地点
写真２ 断層部拡大 露頭スケッチ（断層部）

涸沼周辺の小断層について（5/6）

0 0.25m 0 0.25m

約25cm

露頭スケッチ凡例

凡 例

断層の走向・傾斜
40

走向傾斜測定結果
① N12E,38W
② NS  ,34W

写真撮影方向

22

写真１ 露頭全景 露頭スケッチ（全景）

・断層面の走向は段丘崖と同様概ねN-Sであり，傾斜は上部で約38°W，露頭下方に向かって緩くなり，下部で約34°Wと円弧状の
形態を呈する。
・見かけの鉛直変位量は付随する小断層も含めて約25cmで，西側落下の正断層である。

0 1m 0 1m

約25cm

：断層

：地層境界

：断層（不明瞭）

：鉛直変位量

東茨城層群（砂層）



1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

③横田東方地点

写真１ 露頭全景

涸沼周辺の小断層について（6/6）

約3cm

約3cm

砂

ＡＡ

Ｂ Ｂ

凡 例

断層の走向・傾斜
40

M1段丘堆積層（砂層）

0 1 2m

0 0.5m

露頭スケッチ凡例

：断層

：葉理

：断層（不明瞭）

：鉛直変位量

0 0.5m
0 0.5m 0 0.5m

約2cm

約2cm

約1cm

約0.5cm

Ａ Ａ

Ｂ Ｂ

Ｃ Ｃ

Ｄ Ｄ

F-1

F-2

F-3

F-4

走向傾斜測定結果
① N35E,65W 走向傾斜測定結果

① N40W,60S

①

これより下位は
変化なし

これより下位
は変化なし

写真撮影方向
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露頭スケッチ（F-2）

露頭スケッチ（F-１）

露頭スケッチ（F-4）

・露頭の西端に認められるF-1断層の走向は段丘崖の走向と同様概ねNNE-SSWであり，傾斜は最上部で約50°W，露頭下方に向
かって緩くなり，最下部で約32°Wと，円弧状の形態を呈する。見かけの鉛直変位量は付随する小断層も含めて約2mで，西側落下
の正断層である。
・露頭の東端に認められるF-4断層の走向は概ねWNW-ESEであり，傾斜は上部で約58°S，露頭下方に向かって緩くなり，下部で
約22°Sと，円弧状の形態を呈する。見かけの鉛直変位量は約40cmで，南側落下の正断層である。
・F-2，F-3断層については，見かけの鉛直変位量は約3cm 2cmの小規模な正断層で，断層面は露頭下方には連続しない。

0 0.5m0 0.5m

約1.7m

約40cm

砂

砂

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ｂ

Ａ

約2.0m

0 1m 0 1m

露頭スケッチ（F-3）

走向傾斜測定結果
① N66,58S
② EW ,22S

走向傾斜測定結果
① N20E,50W
② N18E,40W
③ N28E,39W
④ N32E,36W
⑤ N18E,32W



那珂湊付近の断層について（1/2）
1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

地質調査総合センター 「5万分の1地質図幅 那珂湊(1972)」に加筆

東海第二発電所

水戸

白河

石岡

竹貫

5万分の1地質図幅「那珂湊」（1972）説明書に加筆

多賀層

見和層

拡大範囲

磯浜

那珂湊

凡 例

東海第二発電所

24

・「5万分の1地質図幅「那珂湊」 (1972) 」によると，磯崎の海岸付近に白亜系の平磯層と中新統の殿山層を境するNNW-SSE方向の断層及び白亜系～古第三系の大洗層と東側
に分布する白亜系との間にNNE-SSW方向の断層が推定されているが，いずれも上部更新統の見和層上部層に覆われるとされている。
・ 「20万分の1地質図幅「水戸」 (2001) 」にこれらの断層は図示されていない。
・日立市付近にも中新統の多賀層にNNW-SSE方向の断層が図示されている。地質断面図では，断層の両側の多賀層の上位に分布する見和層上部層には断層を挟んで分布
高度に差は認められない。
・ 上記に加えて，地形判読結果においても，周辺に広く分布するM1面にもリニアメントが判読されないことから，後期更新世以降の活動は無いと判断される。

：文献調査の対象とした図幅（5万分の1）

：文献調査の対象とした図幅（20万分の1）

水戸

：5万分の1地質図幅が発行されている範囲

那珂湊港

大洗層

殿山層

築港層

平磯層



那珂湊付近の断層について（2/2）
中田・今泉編

「活断層詳細デジタルマップ（2002）」に加筆
活断層研究会編

「新編 日本の活断層（1991）」に加筆
地質調査総合センター

「50万分の1活構造図 東京（1969）」に加筆
産業技術総合研究所

「活断層データベース（2015）」に加筆

１. 鹿島台地・行方台地周辺の活形動

当社の変動地形判読結果

東海第二発電所
東海第二発電所東海第二発電所東海第二発電所

磯崎
磯崎 磯崎 磯崎

日立市 日立市 日立市 日立市 日立市

磯崎

東海第二発電所

25

・ 「5万分の1地質図幅「那珂湊」（1972）」に示されている断層付近に活構造を指摘している文献はない。

・ 当社の地形判読の結果，上記位置に変動地形は認められない。

・ 以上のことから，当該断層を含め，付近には活構造はないものと判断される。

：活動セグメント

凡例凡例

：推定断層

凡例 凡例



大洗町付近の断層について
1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

地質調査総合センター
「5万分の1地質図幅 磯浜(1975)」に加筆

東海第二発電所

白河

石岡

竹貫

拡大範囲
磯浜

那珂湊

磯浜図幅説明書（1975） より抜粋

A

B B’

東
茨
城
台
地

東
茨
城
台
地

鹿
島
台

26

・「5万分の1地質図幅 「磯浜」(1975)」によると，第四系の下位には，大洗台地では白亜系 古第三系の大洗層，鹿島台地では中新統，東茨城台地では鮮新統が分布しており，こ
れらの地層の相互関係は不明であるが，境界に断層の存在を推定している。一方，これらの地層を覆う第四系については，「ほとんど水平に分布しており，構造的な変形は受け
ていない」とされている。
・「20万分の1地質図幅 「水戸」(2001)」にこれらの断層は図示されていない。
・上記に加えて，地形判読結果においても，周辺に広く分布するM1面にもリニアメントが判読されず，また地表地質調査等の結果においてもM1段丘堆積物の基底面がほぼ水平に
分布していることから，後期更新世以降の活動は無いと判断される。

：文献調査の対象とした図幅（5万分の1）

：文献調査の対象とした図幅（20万分の1）

：5万分の1地質図幅が発行されている範囲

水戸
台
地



評価

•変動地形学的調査の結果によれば，当該範囲には変
動地形は判読されない。

•文献調査及び地表地質調査の結果によれば，当該範
囲には活構造は認められず，またＭ１段丘堆積物基底

面はほぼ水平に分布している。

1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動
第３３４回審査会合
資料１加筆修正
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この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発行の

20万分1地勢図，数値地図200000（地図画像）及び数値

地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地理院

の長の承認を得なければならない。

鹿島台地・行方台地周辺において文献で指摘される

範囲には活構造はないものと判断した。



山元(2013)の指摘する東茨城台地の地殻変動について
1. 鹿島台地・行方台地周辺の活傾動

28

・山元（2013）においては，ラビンメント面等の傾斜から，東茨城台地において南へ傾斜する傾動運動を指摘しており，小池・町田（2001）の指摘する
長さ250kmに及ぶ曲動運動とも整合するとしている。
・また，ラビンメント面の比高から東茨城台地の隆起沈降傾向を示しており，東茨城台地のMIS5eとMIS7eのラビンメント面の標高はMIS7eの方が低
いことから，少なくとも24万年 12万年間は沈降しており，隆起は約9万年前以降に開始したとしている（ただし，地層の圧密の効果やMIS毎の海
面変化量の違い等のかなりの誤差を無視しての仮定ではあるとしている）。

山元(2013)を用いて作成

ラビンメント面（MIS5e）

ラビンメント面（MIS7e）

山元(2013)を用いて作成



2. 敷地周辺海域の断層

29



審査会合（H28.2.26）におけるコメント及び回答の骨子

コメント 回答骨子
該当
頁

４ 海域断層のグループ化について，その必要性を踏
まえて再検討すること。

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

敷地周辺海域の断層等については，位置，走向，落下
方向，形態等の性状が類似するものをグループ化した上
で評価をしていたが，断層の活動時期の評価にあたって
は，必ずしもグループ化を行う必要はないことから，各断
層毎に活動時期等の評価を記載することとした。
なお，F11断層については，F12 断層と同様の走向で近

接していること，陸域にリニアメントは判読されないこと等
から，F12断層と活動時期が同じであると考えられる。しか
しながら，後期更新世の地層との関係を直接確認できな
いことから，安全側に活動性を評価することとする。

31～
43頁

2. 敷地周辺海域の断層

30



敷地周辺海域断層の活動性評価（1/2）
2. 敷地周辺海域の断層

名称 評価 長さ

F12断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
C２層（鮮新統）上部に変位・変形なし。

―

F11断層 震源として考慮する活断層として評価する。
F12 断層と同様の走向で近接していること，陸域にリニアメントは判読され
ないこと等から，F12断層と活動時期が同じであると考えられる。
しかしながら，後期更新世の地層との関係を直接確認できないことから，安
全側に活動性を評価することとする。

約5km

F13断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
西部では上載地層が分布しておらず，上載地層法による判断ができないも
のの，東部ではD1 層（中新統）上部には変位・変形が認められず，F12 断
層とも同様の走向で近接していること，陸域にリニアメントは判読されない
こと等から，F12 断層と活動時期が同じであると考えられる。

―

F1断層 ［F1a，F1b-1，F1b-2，F1b-3及びF1c］
震源として考慮する活断層として評価する。
上載地層で明確に後期更新世以降の活動が否定できない。

約23km

［F1d断層，F1e断層，F1f-1断層，F1f-2断層，F1g断層］
中期更新世より新しい地層に変位・変形を与えていない。

F5a断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
B2 層（中部更新統）上部に変位・変形なし。

―

F5b断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
B2 層（中部更新統）上部に変位・変形なし。

―

東海第二発電所

約
23

km
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A-4背斜 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
B2 層（中部更新統）に変形なし。

―

F14断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
D1 層（中新統）上部に変位・変形なし。

―

F2断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
海底面付近に露出する後期更新世以前の地層に変位・変形が認められる
が，Ｄ1 層（中新統）下部以下の地層に変位・変形が認められないことから
地震を起こすような断層ではないと評価

―

F17断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
D1 層（中新統）上部に変位・変形なし。

―

A-2a背斜 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
B3 層（下部更新統）に変形なし。

―

A-2b背斜 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
B2 層（中部更新統）に変形なし。

―

F16断層 震源として考慮する活断層として評価する。
上載地層で後期更新世以降の活動が否定できるものの，東北地方太平洋
沖地震以降，近傍でまとまった地震が発生しており，活動した可能性が否
定できない。

約26km

A-1背斜 震源として考慮する活断層として評価する。
上載地層で後期更新世以降の活動が否定できるものの，東北地方太平洋
沖地震以降，近傍でまとまった地震が発生しており，活動した可能性が否
定できない。

約19.5km

東海第二発電所

約
26

km

震源として考慮する活断層

後期更新世以降の活動はないものと判断される断層等



敷地周辺海域断層の活動性評価（2/2）
2. 敷地周辺海域の断層

名称 評価 長さ

F8断層 震源として考慮する活断層として評価する。
上載地層で後期更新世以降の活動が否定できるものの，東北地方太平洋
沖地震以降，近傍でまとまった地震が発生しており，活動した可能性が否
定できない。

約26km

F18断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
D1 層（中新統）に変位・変形なし。

―

F9断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
B3 層（下部更新統）上部に変位・変形なし。

―

F10断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
B2 層（中部更新統）上部に変位・変形なし。

―

F15断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
B2 層（中部更新統）上部に変位・変形なし。

―

F3断層 ［F3断層（北部及び中部），F4断層（F4b-1南部）］
震源として考慮する活断層として評価する。
海底面付近に分布するB2層（中期更新世）より古い地層に変位・変形を与
えており，後期更新世の地層が分布していないことから，後期更新世以降
の活動性が否定できない。

［F3断層南部，F4a断層，F4b-1断層北部，F4b-2断層］
少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
B2層（中期更新世）より新しい地層に変位・変形を与えていない。

約16km

F4断層

F6断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される東海第二発電所

約
23

km
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F6断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
C1 層（鮮新統）に変位・変形なし。

―

F19断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
C2 層（鮮新統）に変位・変形なし。

―

F20断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
C1 層（鮮新統）に変位・変形なし。

―

F21断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
D1 層（中新統）上部に変位・変形なし。

―

F22断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
D1 層（中新統）上部に変位・変形なし。

―

F23断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
C1 層（鮮新統）に変位・変形なし。

―

F24断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
C1 層（鮮新統）に変位・変形なし。

―

F25断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
D1 層（中新統）上部に変位・変形なし

―

F26断層 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
C1 層（鮮新統）に変位・変形なし。

―

A-3背斜 少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
C1 層（鮮新統）に変形なし。

―

東海第二発電所

約
26

km

震源として考慮する活断層

後期更新世以降の活動はないものと判断される断層等



F11

F11，F12，F13断層の評価

【F12断層】
少なくとも後期更新世以降の活動は
ないものと判断される。
鮮新世より新しい地層に変位 変形を与

【 F11断層】
上載地層で後期更新世以降の活動
が否定できない。
F12 断層と同様の走向で近接しているこ
と，陸域にリニアメントは判読されないこと
等から，F12断層と活動時期が同じである
と考えられる。
しかしながら，後期更新世の地層との関
係を直接確認できないことから，安全側
に活動性を評価することとする。

2. 敷地周辺海域の断層

約5km

震源として考慮する活断層として評価する。
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F12F13

F1a

F1b-2

F1b-1

鮮新世より新しい地層に変位・変形を与
えていない。

【 陸域の延長部 】
F11，F12，F13断層の西方陸域には，
F11，F12，F13断層と調和的な活構造
を指摘する文献はなく，またリニアメ
ントも判読されない。

【 F13断層】
少なくとも後期更新世以降の活動は
ないものと判断される。
西部では上載地層が分布しておらず，上
載地層法による判断ができないものの，
東部ではD1 層（中新統）上部には変位・
変形が認められず，F12 断層とも同様の
走向で近接していること，陸域にリニアメ
ントは判読されないこと等から，F12 断層
と活動時期が同じであると考えられる。

後期更新世以降の活動はないものと判断される伏在断層

震源として考慮する活断層

後期更新世以降の活動はないものと判断される断層



F11

中田・今泉編「活断層詳細デジタルマップ（2002）」に加筆活断層研究会編「新編 日本の活断層（1991）」に加筆 当社の変動地形判読結果

この地図は，国土地理院長の承認を得て，

同院発行の20万分1地勢図，数値地図

200000（地図画像）及び数値地図25000（地

図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，

国土地理院の長の承認を得なければならな

い。

凡例

F1a

LDリニアメント

LCリニアメント

LBリニアメント

F1a
：海域断層

凡例

産業技術総合研究所「活断層データベース（2015）」に加筆

F11，F12，F13断層西方陸域の文献調査結果及び変動地形学的調査結果

F11

凡例

：推定活断層

F1a

：海域断層

凡例

：推定活断層

F1a

：海域断層

F11

F12

2. 敷地周辺海域の断層
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F13

F1a

F1b-1

F1b-2

F1b-3

F1d

：海域断層F12 F12

F13

F1a

F1b-1

F1b-2

F1b-3

F11，F12，F13断層の西方陸域には，F11，F12，F13断層と調和的な活構造を指摘する文
献はなく，またリニアメントも判読されない。

F13

F1a

F1b-1

F1b-2

F1b-3

F12



F14断層の評価

【F14断層】
少なくとも後期更新世以降の活動は
ないものと判断される。
中新世より新しい地層に変位・変形を与え
ていない。

F1e

F14

F1c

F1d
川尻埼

2. 敷地周辺海域の断層
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F1g

F1f-2

F1f-1 A-4
F5a

後期更新世以降の活動はないものと判断される伏在断層



F2断層の評価

【F2断層】
構造性の断層ではないものと判断さ
れる。
深部の中新世より古い地層に変位・変形を
与えていない。

F2

2. 敷地周辺海域の断層

36

構造性の断層ではないものと判断される断層



F18断層の評価

【F18断層】
少なくとも後期更新世以降の活動は
ないものと判断される。
中新世より新しい地層に変位・変形を与え
ていない。

F18

F8

A-1

F10

F16

2. 敷地周辺海域の断層
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F18

後期更新世以降の活動はないものと判断される伏在断層



F9，F10，F15断層の評価

【F9断層】
少なくとも後期更新世以降の活動はない
ものと判断される。
前期更新世より新しい地層に変位・変形を与え
ていない。

【 F10，F15断層】
少なくとも後期更新世以降の活動はない
ものと判断される。
中期更新世より新しい地層に変位・変形を与え
ていない。

F8

F9

F15

2. 敷地周辺海域の断層
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F10

後期更新世以降の活動はないものと判断される伏在断層



F22，F23，F24，F25，F26断層の評価

【F22， F23， F24， F25，F26断層】

少なくとも後期更新世以降の活動は
ないものと判断される。
中新世より新しい地層に変位・変形を与え
ていない。

F21

F4b-1

F22

F23
F24

2. 敷地周辺海域の断層
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A-3

F25
F26

後期更新世以降の活動はないものと判断される伏在断層



A-3背斜の評価

【A-3背斜】
少なくとも後期更新世以降の活動は
ないものと判断される。
中新世より新しい地層に変形を与えていな
い。

F22

F23
F24

F25
F26

2. 敷地周辺海域の断層
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A-3

後期更新世以降の活動はないものと判断される背斜



F6

F3

F4a

F19

F20

F21

2. 敷地周辺海域の断層

F3，F4，F6，F19，F20，F21断層の評価

【北部，中部】
後期更新世以降の活動が否定できない。
海底面付近に分布する中期更新世より古い
地層に変位・変形を与えており，後期更新世
の地層が分布していない。

F3断層の評価

F4断層の評価

約16km

震
源
と
し
て
考
慮
す
る
活
断
層
と
し
て

【南部】
少なくとも後期更新世以降の活動はない
ものと判断される。

【F4a，F4b-1北部】
少なくとも後期更新世以降の活動はないも
のと判断される。
鮮新世より新しい地層に変位・変形を与えてい
ない。
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F4b-1

F4b-2

F22

F24

F23

F25

F26

評
価
す
る
。

ものと判断される。
中新世より新しい地層に変位・変形を与え
ていない。 【F4b-1南部】

後期更新世以降の活動が否定できない。
海底面付近に分布する中期更新世より古い
地層に変位・変形を与えており，後期更新世
の地層が分布していない。

【F4b-2】
少なくとも後期更新世以降の活動はないも
のと判断される。
中期更新世より新しい地層に変位・変形を与
えていない。

後期更新世以降の活動はないものと判断される伏在断層

震源として考慮する活断層

【 F6，F19，F20，F21断層】
少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
中期更新世より新しい地層に変位・変形を与えていない。



A-4

F5bF5a

F16
A-2a

A-1
F8

2. 敷地周辺海域の断層

F8，F16， F17断層及びA-1， A-2a，A-2b背斜の評価

【F16断層】
少なくとも後期更新世以
降の活動はないものと判
断される。
前期更新世より新しい地
層 変位 変形を与え

約26km

東北地方太平洋沖地震
以降，F16断層，F8断層及
びA-1背斜の近傍でまと
まった地震が発生しており，

【F8断層】
少なくとも後期更新世以
降の活動はないものと判
断される。
中新世より新しい地層に
変位・変形を与えていない。

震
源
と
し
て
考
慮
す
る
活
断
層
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F17

A-2b

F18

層に変位・変形を与えて
いない。

活動した可能性が否定で
きない。

【A-1背斜】
少なくとも後期更新世以
降の活動はないものと判
断される。
前期更新世より新しい地
層に変形を与えていない。

層
と
し
て
評
価
す
る
。

【 F17断層及びA-2a，A-2b背斜】
少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
前期更新世より新しい地層に変位・変形を与えていない。

震源として考慮する活断層（伏在断層）

後期更新世以降の活動はないものと判断される伏在断層

震源として考慮する背斜

後期更新世以降の活動はないものとされる背斜

凡 例



川尻埼

F13

F1a
F1b-1

F1b-2

F1b-3

F1d

F1c

【北部】

上載地層で後期更新世以降の活
動が否定できないと判断される。

【中部】

上載地層で明確に後期更新世以降

F1 ，F5断層及びA-4背斜の評価

約23km

2. 敷地周辺海域の断層

F1断層の評価

震
源
と
し
て
考
慮
す
る
活
断
層
と
し
て
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F1e

F1g

F1f-2

F1f-1

F5a F5b

A-4

F14

上載地層で明確に後期更新世以降
の活動が否定できないと判断される。

【南部】

少なくとも後期更新世以降の活動はな
いものと判断される。
前期更新世よりも新しい地層に変位・変
形を与えていない。

て
評
価
す
る
。

【F5断層及びA-4背斜】
少なくとも後期更新世以降の活動はないものと判断される。
中期更新世より新しい地層に変位・変形を与えていない。

震源として考慮する活断層

震源として考慮する活断層（伏在断層）

後期更新世以降の活動はないものと判断される伏在断層

後期更新世以降の活動はないものとされる背斜

凡 例



余白

44

余白



3．Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

45



3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

審査会合（H28.2.26）におけるコメント及び回答の骨子

コメント 回答骨子
該当
頁

５ F1断層と北方域断層の同時活動性における塩ノ
平地震断層の取り扱いについて検討すること。

（第334回審査会合，平成28年2月26日）

F1断層と北方陸域の断層に加え，塩ノ平地震断層も含め
た同時活動性については，塩ノ平地震断層が既に応力解
放されているため，これらの断層が同時活動する可能性
は極めて低いものと判断される。
しかしながら，断層の走向・傾斜の類似性等も勘案し，安
全側に評価する方針とし，これらの断層の同時活動を考慮
することとした。

47頁

６ 「5万分の１地質図幅「竹貫」(1973)」に記載されて
いる馬場平断層について説明すること。

（第334回審査会合 平成28年2月26日）

「新編 日本の活断層(1991)」において，井戸沢断層の北
方約9km(塩ノ平地震断層の北方約6km)に長さ約4kmの確
実度Ⅲのリニアメントが指摘されているが 活動性や性状

46

（第334回審査会合，平成28年2月26日） 実度Ⅲのリニアメントが指摘されているが，活動性や性状
の記載はない。また「新編 日本の活断層(1991)」以外に
活構造を指摘する文献はない。
「5万分の１地質図幅「竹貫」(1973)」では，当該リニアメン
ト位置に馬場平断層が記載されており本断層の南方延長
は「大風断層で一たん切られて西に転移する」とされてい
る。大風断層については，活構造を指摘する文献はない。
「20万分の1地質図幅 「白河」（2007）」及び「50万分の1
活構造図「新潟」（1984）」では馬場平断層は記載されてい
ない。

73～
74頁



リ アメントは判読されないが 断層の連続性等の

約58km

Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価結果

F1断層と北方陸域の断

層に加え，塩ノ平地震断

層も含めた同時活動性に

ついては，塩ノ平地震断

層が既に応力解放されて

いるため，これらの断層

が同時活動する可能性は

極めて低いものと判断さ

れる。

しかしながら 断層の走

塩ノ平地震断層とF1断層及び北方陸域の断層
の同時活動性

他機関の調査結果も含め，後期更新世以降に「塩ノ平
断層」が「F1断層」や「北方陸域の断層」と同時活動した
事実はない。

このため，これらの断層の同時活動の評価にあたって
は，「塩ノ平断層」の「活動履歴」や「単位変位量」の情報
から，地震本部の評価手法も参考に検討した。その結
果，「塩ノ平断層自体の今後50年間における地震発生
確率はほぼ0％*」であり，また「塩ノ平断層とF1断層及び
北方陸域の断層が今後50年間で同時活動する場合の
地震発生確率は更に小さい」と評価される。

しかしながら，断層の走向・傾斜の類似性等も勘案し，
安全側に評価する方針とし，これらの断層の同時活動を
考慮する。

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

塩ノ平地震断層

リニアメントにほぼ一致して断層が認められる。

後期更新世以降の活動が認められる。
（2011年4月11日の地震等）

⇒ 震源として考慮する活断層として評価

*約10-848パーセント

第３３４回審査会合
資料１加筆修正

北方陸域の断層

リニアメントにほぼ一致して断層が認められる。

後期更新世以降の活動は否定できない。

確認された断層は，軟質な粘土を伴い，平面的である。

上載地層との関係は確認できない。

⇒ 震源として考慮する活断層として評価

470 10km

この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発

行の20万分1地勢図，数値地図200000（地図画像）及

び数値地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地

理院の長の承認を得なければならない。

リニアメントは判読されないが，断層の連続性等の
情報が十分でない。

30km

F1断層と北方陸域の断層の同時活動性

断層の連続性や離隔距離等が十分に確認できないこ
とから，同時活動を考慮する。

しかしながら，断層の走

向・傾斜の類似性等も勘

案し，安全側に評価する

方針とし，これらの断層の

同時活動を考慮すること

とし，その長さを約58kmと

する。

Ｆ１断層
上載地層法により後期更新世の活動が否定できない。

⇒ 震源として考慮する活断層として評価



余白

48

余白



Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層に関する調査結果

49



川尻埼

F13

F1a
F1b-1

F1b-2

F1b-3

F1d

F1c

【北部】
上載地層で後期更新世以降の活動が否定
できないと判断される。

【中部】
上載地層で明確に後期更新世以降の活動が

約23km

F1断層の評価

震
源
と
し
て
考
慮
す
る
活
断
層
と
し

F1断層の評価結果
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

第３３４回審査会合
資料１加筆修正
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F1e

F1g

F1f-2
F1f-1

F5a F5b

A-4

F14

載地層で明確 後期更新世以降の活動が
否定できないと判断される。

【南部】
少なくとも後期更新世以降の活動はないものと
判断される。
前期更新世よりも新しい地層に変位・変形を
与えていない。

その他の断層（F5a断層及びF5b断層）及び背斜（A-4背斜）は，中期更新世
より新しい地層に変位・変形を与えていないため，少なくとも後期更新世以降
の活動はないものと判断される。

て
評
価
す
る
。

後期更新世以降の活動はないものと判断される背斜

将来活動する可能性のある断層

後期更新世以降の活動はないものと判断される伏在断層

将来活動する可能性のある伏在断層

震源として考慮する活断層

震源として考慮する活断層（伏在断層）



F1断層の音波探査記録（測線：Ｎo.2W-1,2 / No.2Ｇ）【北部】
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

F1c断層はD1層上部まで変位を与えている。

F1b-3断層はD1層上部まで変位を与えている。

C

  F1c
拡大範囲

No.2G

No.2W-1,2

川尻埼

F1b-1

F1b-2

F1b-3

F1d

F1c

（凡 例）

第３３４回審査会合
資料１再掲
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D1

D2

C2

D1

D3

地質時代 音響層序区分

第
四
紀

新
第
三
紀

古
第
三
紀

先
第
三
紀

中
新
世

鮮
新
世

更
新
世

完新世

後期

中期

前期

Ａ

Ｂ1

Ｂ2

Ｂ3

Ｃ1

Ｃ2

Ｄ1

Ｄ2

Ｄ3

Ｅ

断層及び断層記号

撓曲及び撓曲記号

断層又は撓曲の延長位置

探査深度外に認められる断層

500m1000m



F1断層の音波探査記録（測線：Ｎo.6W-1 / No.6Ｇ）【中部】
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

F1c断層はC1層上部には変位・変形を与えていない。

拡大範囲

  F1c
※旧原子力安全・保安院における審議において「上載地
層法による判断ができない」との意見があった。

No.6W-1
No.6G

川尻埼

F1d

F1c

F1e

（凡 例）

第３３４回審査会合
資料１再掲
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D2

C2

D1

D3

C1

C1

C2

地質時代 音響層序区分

第
四
紀

新
第
三
紀

古
第
三
紀

先
第
三
紀

中
新
世

鮮
新
世

更
新
世

完新世

後期

中期

前期

Ａ

Ｂ1

Ｂ2

Ｂ3

Ｃ1

Ｃ2

Ｄ1

Ｄ2

Ｄ3

Ｅ

断層及び断層記号

撓曲及び撓曲記号

断層又は撓曲の延長位置

探査深度外に認められる断層

500m1000m



F1断層の音波探査記録（測線：Ｎo.11W-2 / No.11Ｇ） 【南部】
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

  F1f-2

F1c断層の延長部には変位・変形が認められない。

F1f-2断層はB3層上部には変位・変形を与えていない。
拡大範囲

F1c
F1e

F1g

F1f-2

F1f-1 A-4

F14

No.11G
No.11W-2

（凡 例）

第３３４回審査会合
資料１再掲
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C2

B3

C1

D2

C1

D1

D3

B3

A

地質時代 音響層序区分

第
四
紀

新
第
三
紀

古
第
三
紀

先
第
三
紀

中
新
世

鮮
新
世

更
新
世

完新世

後期

中期

前期

Ａ

Ｂ1

Ｂ2

Ｂ3

Ｃ1

Ｃ2

Ｄ1

Ｄ2

Ｄ3

Ｅ

断層及び断層記号

撓曲及び撓曲記号

断層又は撓曲の延長位置

探査深度外に認められる断層

500m1000m



凡例

LDリニアメント

LCリニアメント

LBリニアメント

井
戸
沢
断
層

（
推
定
活
断
層

）

F11

北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の文献調査及び変動地形学的調査結果

F11

井
戸
沢
断
層

中田・今泉編
「活断層詳細デジタルマップ（2002）」に加筆

活断層研究会編
「新編 日本の活断層（1991）」に加筆

当社の変動地形判読結果

この地図は，国土地理院長の承認を得

て，同院発行の20万分1地勢図，数値地

図200000（地図画像）及び数値地図

25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合

は，国土地理院の長の承認を得なければ

ならない。

b

ａ

c

F1a
：海域断層

産業技術総合研究所
「活断層データベース（2015）」に加筆

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

F11

凡例

：推定活断層

F1a

：海域断層

井
戸
沢
活
動
セ
グ
メ
ン
ト

第３３４回審査会合
資料１加筆修正

凡例

F1a

：海域断層

凡例

：推定活断層

F1a

：海域断層

丸山ほか「変動地形・古地震学的検討に基づく
2011年4月11日福島県浜通りの地震に関連する断

層の活動性」（2013）

新編 日本の活断層（1991）上に同スケールで図示

54

Ｆ１断層

F13

F1a

F1b-1

F1b-2

F1b-3

断層名 長さ 確実度 変位の向き

井戸沢断層 10km Ⅱ 東側隆起
右横ずれ

確実度Ⅰ：活断層であることが確実なもの

確実度Ⅱ：活断層であると推定されるもの

確実度Ⅲ：活断層の疑いのあるリニアメント

活断層 ：過去に繰り返し動いてきた跡が地形に現
れ，今後も活動を繰り返すと考えられる
断層

推定断層：地形的な特徴により活断層の存在が推
定されるが，現時点では明確に特定でき
ないもの

LAランク：変動地形である可能性が高い
LBランク：変動地形である可能性がある
LCランク：変動地形である可能性が低い
LDランク：変動地形である可能性が非常に低い

断層名 長さ 確実度 変位の向き

a 約17km LB～LDランク 東側隆起，左横ずれ

b 約14km LC～LDランク 東側隆起，左横ずれ

c 約8km LC～LDランク 東側隆起，左横ずれ

断層名 長さ 確実度 変位の向き

（推定活断層，東側） 約11km － 左横ずれ

（推定活断層，西側） 約9km － 西側隆起，

左横ずれ

F13

F1a

F1b-1

F1b-2

F1b-3

F1d

Ｆ１断層
Ｆ１断層

F12

断層名 長さ 確実度 変位の向き

井戸沢活動

セグメント
13km － Ｅ

F12

F13

F1a

F1b-1

F1b-2

F1b-3 Ｆ１断層

・ 福島県浜通りの地震（2011.4.11，Mw6.7）に伴い， 「新編 日本の活断層（1991）」，「活断層詳細デジタルマップ（2002）」，「活断層データベース（2015）」で示さ

れている井戸沢断層（井戸沢活動セグメント）付近に地震断層（塩ノ平地震断層）が出現した。（丸山ほか，2013等）

・ 当社の変動地形判読においても，井戸沢断層（井戸沢活動セグメント）付近に，同方向のリニアメントが判読される。

断層名 長さ

塩ノ平地震断層 約14km

井戸沢断層西トレース沿いの地震
断層のうち北セグメント

井戸沢断層西トレース沿地震断層
のうち南セグメント

井戸沢断層東トレース沿いで確認
された地表変位

湯ノ岳断層沿いの地震断層および
その他の地震断層の可能性のあ
る地表変位確認地点

青色丸：

赤色丸：

緑色丸：

凡例

u：

d：

相対的隆起側

相対的低下側

黄色丸：



北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の文献調査結果
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

地質調査総合センター
「5万分の1 日本炭田図 常磐炭田地質図(1957)」

地質調査総合センター
「20万分の1地質図幅 白河(2007)」

第３３４回審査会合
資料１加筆修正
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「5万分の1 日本炭田図 常磐炭田地質図 (1957)」及び「20万分の1地質図幅 白河 (2007)」において，当社が判読した
リニアメントにほぼ一致する位置に断層が示されている。

凡例 凡例

0 3km 0 5km



滑
石
南
西
方
露
頭

古
我

地
質
図
表
示
範
囲

リニアメントとほぼ一致して分布する断層の最新活動面は

平面的であり，一部の露頭では軟質な粘土状破砕部を伴

う。また，上載地層による後期更新世以降の活動性が評

価できる露頭は認められなかった。

後期更新世以降の活動の有無に関するデータが得られな

かったことから，後期更新世以降の活動が否定できない。

北方陸域の断層の地表地質調査結果
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

こ
が

な
め
い
し

第３３４回審査会合
資料１加筆修正
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0 2km

我
湯
露
頭

水
上
北
方
露
頭

この地図は，国土地理院長の承認を得

て，同院発行の20万分1地勢図，数値地

図200000（地図画像）及び数値地図

25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合

は，国土地理院の長の承認を得なけれ

ばならない。

0 10km

LDリニアメント

LCリニアメント

LBリニアメント

が

ゆ



【滑石南西方露頭】

北方陸域の断層の露頭写真（1/2）

LDリニアメント

LCリニアメント

LBリニアメント

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

第３３４回審査会合
資料１加筆修正
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0 2km

御斎所変成岩類の緑色片岩中の破砕部では，平面的な断層面に条線が認められ，
幅2cmの軟質な粘土状破砕部を伴う。周囲は鱗片状～岩片状破砕部である。

この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発行の20万分1地勢図，数値

地図200000（地図画像）及び数値地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地理院の長の承認を得なけれ

ばならない。



【古我湯露頭】

北方陸域の断層の露頭写真（2/2）

W E

断層の西側には石城層の砂岩，東側には御斎所変成岩の片岩が分布している。砂岩側
幅数 状破砕部 なる 主 概ね 的 あるが 地表 砂

LDリニアメント

LCリニアメント

LBリニアメント

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

第３３４回審査会合
資料１加筆修正
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0 2km

【水上北方露頭】

この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発行の20万分1地勢図，数値地図200000

（地図画像）及び数値地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地理院の長の承認を得なければならない。

の幅数cmはシルト状破砕部からなる。主断層面は概ね平面的であるが，地表から土砂，
植物根が侵入し，性状の詳細は不明である

御斎所変成岩中の断層露頭は，幅約3㎝の角礫混じり砂状破砕部からなり，幅18cmの軟質粘土状
破砕部を伴う。平面的な断層面が認められる。



福島県浜通りの地震（2011.4.11，Mw6.7） の最大規模の地震に伴って，2条の地震断層が出現したことが確認され

た。塩ノ平地震断層の長さは端点間距離で14.2km，湯ノ岳地震断層（藤原地震断層を含む）の長さは端点間距離で

15.6kmであった（粟田ほか，2011）。

塩ノ平地震断層の文献調査結果（1/3）

30km

拡大範囲 湯ノ岳地震断層
端点間距離：15.6km

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について
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0 10km

この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発

行の20万分1地勢図，数値地図200000（地図画像）及

び数値地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地

理院の長の承認を得なければならない。

Ｆ１断層

図２ 塩ノ平断層および湯ノ岳・藤原断層に沿って出現した
地震断層の鉛直変位量分布

距離は，地震断層の北西端から計測.

（粟田ほか，2011）に加筆

地震断層（破線は推定区間）

活断層（中田・今泉編，2002による）

塩ノ平地震断層
端点間距離：14.2km

0 5km



塩ノ平地震断層

GPS観測結果によると，福島県浜通りの地震（2011.4.11，

Mw6.7）に伴い，いわき4観測点（福島県）で北北西方向に

約29cmの水平移動，約50cmの沈降等の地殻変動が観測

されている。また，陸域観測技術衛星「だいち」に搭載され

た合成開口レーダー（SAR)のデータによると，この地震に

伴い，震央付近で地殻変動が観測された（地震本部ＨＰ） 。

塩ノ平地震断層，湯ノ岳地震断層及び井戸沢断層に沿って

変位不連続が指摘されている（国土地理院）。

塩ノ平地震断層の文献調査結果（2/3）
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

第３３４回審査会合
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※2011/4/18のデータは予測起動情報使用

【謝辞：本研究で用いたPALSARデータは地震・地盤変動データ流通及び解析ワーキンググループ（地震WG）を
通じて提供を受けた。PALSARデータの所有権は経済産業省及び宇宙航空研究開発機構（JAXA）にある。】

国土地理院資料

井戸沢断層

湯ノ岳地震断層



福島県浜通りの地震（2011.4.11，Mw6.7）に伴い，井戸沢断層西トレース北部及び湯ノ岳断層沿いに地震断層が出現した。

また，井戸沢断層東トレースにおいては，いくつかの地点で地震断層を確認し，その出現位置が地質境界をなす井戸沢断層

に一致している可能性が高いことを確認した（丸山ほか，2013）。

塩ノ平地震断層の文献調査結果（3/3）

30km

拡大範囲

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について
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0 10km

この地図は，国土地理院長の承認を得て，同院発

行の20万分1地勢図，数値地図200000（地図画像）及

び数値地図25000（地図画像）を複製したものである。

（承認番号 平26情複，第201号）

本図面を第三者がさらに複製する場合は，国土地

理院の長の承認を得なければならない。

Ｆ１断層



余白
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余白



Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価

63



同時活動性評価の考え方
【規制基準の要求事項】
・「震源として考慮する活断層」は，後期更新世以降（約１２～１３万年前以降）の活動が否定できないもの。
・活動区間は，活動履歴，地震１回の変位量分布・平均変位速度分布等を総合して評価。

【規制基準に照らした塩ノ平断層の評価】
◆ 活動性 ◆
後期更新世以降（約１２～１３万年前以降）に活動したことから，「震源として考慮する活断層」として評価。
◆ 活動区間 ◆
塩ノ平断層については，「活動履歴」や「単位変位量」が詳細に把握されていることから，これらも踏まえて総合的に判断。
「活動履歴」に関する観測事実
・過去数万年間で複数回活動
→ 現在の広域応力場に応じた活動履歴が把握されている。
→ 再来期間は数万年間。

・過去数万年間の活動はいずれも正断層センス
・最新活動時期は2011年4月11日
・各種研究機関及び当社によるこれまでの調査結果によれば，後期更新世以降に「塩ノ平断層」が「北方陸域の断層」及び「F1断層」と同時活動
した事実は得られていない。

「単位変位量」に関する観測事実

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について
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単位変位 」 関す 観測事実
・過去数回の活動における単位変量は，１ｍ程度と概ね一定
・ 2011年4月11日の活動の単位変位量は１ｍ程度であり，活動範囲は10数ｋｍ

上記観測事実に基づく推察
・塩ノ平断層は，現在の広域応力場において繰り返し活動し，いずれの活動も正断層センスであることから，2011年東北地方太平洋沖地震型の地
震の発生（地震本部によれば約600年間隔で発生）によらず，安定した応力場（引張場）で活動。
・塩ノ平断層の地震規模は概ね一定であることから，固有の規模で活動を繰り返している。
・ 2011年4月11日の地震では，固有の地震規模に相当するエネルギーが解放された。

「塩ノ平断層」と「F1断層」と「北方陸域の断層」との同時活動性の評価
・他機関の調査結果も含め，後期更新世以降に「塩ノ平断層」が「F1断層」や「北方陸域の断層」と同時活動した事実はない。
・しかしながら，「塩ノ平断層」の「活動履歴」や「単位変位量」の情報が得られていることから，地震本部の評価手法も参考に，これら断
層の同時活動性について検討した。
・その結果，「塩ノ平断層自体の今後50年間における地震発生確率はほぼ０％（約10-848パーセント）」であり，
また「塩ノ平断層とF1断層及び北方陸域の断層が今後50年間で同時活動する場合の地震発生確率は更に小さい」と評価される。

↓
「塩ノ平断層」の「活動履歴」，「単位変位量」も踏まえて総合的に判断した結果，「塩ノ平断層と隣接する北方陸域の断層及びF1断
層」の同時活動する可能性は極めて低いものと判断される。

しかしながら，断層の走向・傾斜の類似性等も勘案し，安全側に評価する方針とし，これらの断層の同時活動を考慮することとした。



塩ノ平断層の活動履歴及び単位変位量について（文献調査結果1/4）

表（既往文献調査結果一覧）

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について
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•トレンチ調査等の結果から，過去数回の活動が検出されており，後期更新世以降
に2011年4月11日の地震の規模を上回るような地震が発生した痕跡は認められ
ない（→塩ノ平地震断層とその他の断層が連動した痕跡は認められない）。

•今回の単位変位量は過去の単位変位量より十分に大きいことから，十分な応力
解放がなされている。



（左右反転）

塩ノ平断層の活動履歴及び単位変位量について（文献調査結果2/4）
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について
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石山ほか（2012）に加筆



塩ノ平断層の活動履歴及び単位変位量について（文献調査結果3/4）
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について
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西側落下の断層変位による崖が鎌倉～
室町時代以降に埋積されたことを示す。 丸山ほか（2012）に加筆

黒澤ほか（2012）に加筆



（左右反転）

塩ノ平断層の活動履歴及び単位変位量について
（文献調査結果4/4）

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について
第３３４回審査会合
資料１再掲
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堤・遠田（2012）に加筆

（左右反転）

丹羽ほか（2013）に加筆



 

15.6km

地震断層の長さ等と地震規模との対応（1/2）

福島県浜通りの地震（2011.4.11，Mw6.7）によって地表に現れた地震断層と地震規模の関係について検討を実施

検討は，地震断層の長さから推定される地震モーメントと地震観測記録から求まる地震モーメント（F-net）の比較により実施

単位 塩ノ平断層 湯ノ岳断層
塩ノ平断層
＋

湯ノ岳断層
備　　考

km 14.2 15.6 粟田ほか(2011)より

km 15.0 15.0
断層上端深さ5km
断層下端深さ18km
断層傾斜角60°

km
2 213.0 234.0 ①×②

6.8 6.8 ①より④松田式によるマグニチュード

項　　目

①断層長さ

②断層幅

③断層面積

塩ノ平
地震断層

湯ノ岳
地震断層

塩ノ平地震断層
＋

湯ノ岳地震断層

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について
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（粟田ほか，2011）に加筆

14.2km

両地震断層の長さから推定した地震モーメントと地震観測記録から求まる地震モーメントが整合していることを

確認した。

入倉・三宅(2001) N･m 2.96×1018 3.40×1018 6.36×1018 ③より

武村(1990) N･m 4.74×10
18

4.74×10
18

9.48×10
18 ④より

武村(1998) N･m 7.24×1018 7.24×1018 1.45×1019 ④より

2011年4月11日
F-net

N･m 9.58×10
18

地
震
モ
ー

メ
ン
ト 比較



地震断層の長さ等と地震規模との対応（2／2）
○福島県浜通りの地震（2011.4.11，Mw6.7）に関する，地表に現れた断層長さや変位量から推定した

モーメントマグニチュードと地震観測記録から求まるモーメントマグニチュードの関係（文献調査）

■Mizoguchi et al（2012）※について

• 福島県浜通りの地震（2011.4.11，Mw6.7）について現地調査を行い，変位分布等を調べている。

• 調査の結果得られた地震断層長さや最大変位量，平均変位量を，Wells and Coppersmith（1994）による経験式に
当てはめてモーメントマグニチュードを算定している。

• その結果モーメントマグニチュードは6.5～6.8となり，地震観測記録から求まる気象庁のモーメントマグニチュード
6.6と整合しているとしている。

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について
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※Mizoguchi et al.(2012):Surface Fault Ruptures and Slip Distributions of the Mw 6.6 11 April 2011 Hamadoori, Fukushima Prefecture, 
Northeast Japan, Earthquake, BSSA,vol.102 ,no.5 ,p.1949-1956

地震断層の長さや変位量から推定したモーメントマグニチュードと地震観測から求まるモーメントマグニチュードが整

合していると評価されている。

Mizoguchi et al.（2012）による地表地震断層

Mizoguchi et al.（2012）による変位分布

左：井戸沢断層（塩ノ平地震断層）

右：湯ノ岳断層（湯ノ岳地震断層）



井戸沢断層の応力解放について（文献調査結果）

Fukushima et al. (2013)の概要

福島県浜通りの地震（2011.4.11，Mw6.6)を対象に，SAR画像を用いて面的な地盤変動を検出し，再現解析のため断層モデルを求めた。

地表の変位を再現するよう最適化した断層モデルは，井戸沢断層と塩ノ平地震断層が深さ約５ｋｍ以深で収斂することを示唆する。

塩ノ平地震断層 井戸沢断層

湯ノ岳地震断層

(a)干渉SAR画像（観測結果）
(c) 井戸沢断層と塩ノ平地震断層が
収斂しないモデルによる解析結果

(b)井戸沢断層と塩ノ平地震断層が
収斂するモデルによる解析結果

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について
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＜干渉SAR画像と変位不連続トレースにおける衛星からの距離変化量＞

＜最適断層モデルの配置とすべり量分布＞
・最大すべり量は塩ノ平地震断層の地表付近で2.7m

＜断層モデルの推定に基づく地下構造の模式図＞
・井戸沢断層は，地表付近のスプレー構造で特徴づけられる

（Fukushima et al. （2013）に加筆）

＜最適断層モデルの評価＞
(b)の解析結果は(a)の観測結果を良好に再現している（(c)の解析結果は赤枠部分が再現されない）。

塩ノ平地震断層

井戸沢断層

湯ノ岳地震断層 塩ノ平地震断層

井戸沢断層

湯ノ岳地震断層

井戸沢断層と塩ノ平地震断層は，
深部で収斂する一連の断層構造であ
ることが示唆されているとしている。

解 果す 解 果



地震本部の手法による塩ノ平断層の地震発生確率

以下の条件で，BPT分布に基づく地震発生確率を算定した。
• 再来期間12,500年（文献調査結果のうち最短とした）
• 地震後経過年数 5年（2016年4月時点に相当）
• 地震発生間隔のばらつきα=0.24（地震本部による標準的値）
この結果，今後30年間，50年間の地震発生確率はほぼ0％となった。

3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

地震本部では，10の-3乗パーセント
未満の場合は地震発生確率を「ほぼ
0%」としている。

第３３４回審査会合
資料１加筆修正
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期間 地震発生確率

今後３０年間 6×10-1338パーセント

今後５０年間 1×10-848パーセント

地震発生確率の算定結果

αを0.2～0.3，再来期間を12,500～50,000年の範囲で変化させても
同様の結果となった

地震後経過年数：5年
地震後経過率：5年／12,500年間＝4×10-4



井戸沢断層北方に関する文献調査結果（1/2）
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

中田・今泉編
「活断層詳細デジタルマップ（2002）」に加筆

活断層研究会編
「新編 日本の活断層（1991）」に加筆

産業技術総合研究所
「活断層データベース（2015）」に加筆

井
戸
沢
断
層

井
戸
沢
断
層

井
戸
沢
活
動

73

断層名 長さ 確実度 変位の向き

－ 4km Ⅲ －

確実度Ⅰ：活断層であることが確実なもの

確実度Ⅱ：活断層であると推定されるもの

確実度Ⅲ：活断層の疑いのあるリニアメント

・ 「新編 日本の活断層（1991） 」において，井戸沢断層の北方約9km(塩ノ平地震断層の北方約6km)に長さ約4kmの確実度Ⅲのリニア
メントが指摘されているが，活動性や性状の記載はない。

・ 「活断層詳細デジタルマップ(2002)」では，上記位置付近に活構造を指摘していない。

・ 「活断層データベース(2015)」では，上記位置付近に活構造を指摘していない。

凡例

F1a

：海域断層

凡例

：推定活断層

F1a

：海域断層

凡例

：推定活断層

F1a

：海域断層

層
（推
定
活
断
層
）

動
セ
グ
メ
ン
ト

０ 2km



井戸沢断層北方に関する文献調査結果（2/2）
3. Ｆ１断層，北方陸域の断層及び塩ノ平地震断層の同時活動性の評価について

地質調査総合センター
「5万分の1地質図幅 竹貫(1973)」に加筆

地質調査総合センター
「20万分の1地質図幅 白河(2007)」に加筆

活断層研究会編
「新編 日本の活断層（1991）」に加筆

凡例

地質調査総合センター
「50万分の1活構造図「新潟（1984）」に加筆
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・「5万分の1地質図幅 「竹貫」（1973） 」では「新編 日本の活断層（1991） 」が指摘するリニアメント位置に断層（馬場平断層）が示されている。

・「5万分の1地質図幅 「竹貫」（1973） 」において，馬場平断層は，「馬場平付近ではN20°Wで直立，幅は3m以上で，圧砕作用が進んでいる。」

「南方への延長は大風断層で一たん切られて西に転移する」とされている。

「新編 日本の活断層（1991）」， 「活断層詳細デジタルマップ（2002）」， 「活断層データベース（2015）」では，大風断層の位置付近に活構造を

指摘していない。（前頁参照）

・「20万分の1地質図幅 「白河」（2007） 」及び「50万分の1活構造図「新潟」（1984） 」では， 「新編 日本の活断層（1991） 」が指摘するリニアメン

ト位置付近に断層を記載していない。

凡例

F1a

：海域断層

凡例
凡例

0 5km

0 5km

0 5km



4．まとめ
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断 層 名 長さ（km）

① 棚倉破砕帯東縁付近の推定活断層，

棚倉破砕帯西縁断層（の一部）＊の連動
42

② 関口－米平リニアメント 6

③ 竪破山リニアメント 4

④ 宮田町リニアメント 1

⑤ Ｆ１断層，北方陸域の断層の連動
↓

⑤ Ｆ１断層，北方陸域の断層，塩ノ平地震断層の連動

44
↓
58

⑥ Ｆ３断層，Ｆ４断層の連動 16

たつわれ

評価結果の概要

＊ 中染付近・西染付近のリニアメントを含む。

第３３４回審査会合
資料１加筆修正

４. まとめ

⑤①

東海第二発電所

30km

②

③
④

⑦

⑨

⑧

⑪

⑩

5km

37.0°

⑫
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敷地周辺の地質・地質構造に関する調査の結果，上記の断層を震源として考慮する活断層として評価する。

敷地近傍（敷地を中心とする半径約5kmの範囲）において，震源として考慮する活断層は認められない。

※ 変動地形の可能性のある地形を「リニアメント」という。

断層の同時活動を考慮した場合は「連動」と記す。

⑥ Ｆ３断層，Ｆ４断層の連動 16

⑦ Ｆ８断層 26

⑧ Ｆ１６断層 26

⑨ Ａ－１背斜 20

⑩ 関谷断層 40

⑪ 関東平野北西縁断層帯 82

⑫ Ｆ１１断層 5

：連動を考慮する断層

：連動を考慮する断層

（申請時（H26.5.20）の評価から見直したもの）

：震源として考慮する活断層

：震源として考慮する活断層

（申請時（H26.5.20）の評価から見直したもの）

凡 例

100km

30km

140.0°139.0° 141.0°

36.0°

⑥
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